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その他（主な報道実績）

■岩手日報2020年10月10日付

■岩手日報2020年10月21日付

■岩手日報2020年11月2日付 ■岩手日報2021年3月25日付
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その他

2021年8月～2022年1月の第2弾キャンペーンは、岩手県の要請によって、食事券や
各種制作物の意匠を変更して延長したものであり、刷新した食事券の製造やポスター・
チラシ・加盟店店頭販促ツール、広報宣伝に係わる経費、2021年8月から2022年1月
までに発生した事務局運営経費の一部を岩手県が負担しました。

岩手県との費用分担について

未換金の余剰金の使途について

引き続き県内飲食店の支援を継続する事業を岩手県庁と協議中です。
「Go to Eatキャンペーン」と同じく、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受
けて疲弊している岩手県内の飲食店を応援することを目的とした事業を実施することに
より、県内での消費喚起を図っていくことを現在考えております。

※未換金枚数（47,819枚×400円） 19,127,600円
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事業の結果・成果・所見

岩手県では、2020年11月から2022年3月までの期間（食事券販売・利用期間）

Go To Eatキャンペーン事業に取り組んだ。この期間、新型コロナウイルス感染症

の感染拡大により岩手県独自の緊急事態宣言に沿って、2021年8月12日～2021年9

月17日の期間で販売休止と利用自粛の呼びかけをおこなうなど、新型コロナウイル

ス感染症の感染拡大状況を注視しながら、最終的に計画した100万セット（食事券

の額面ベースで50億円）をすべて販売した。

同事業に関しては開始前から地元経済界や飲食店事業者、自治体の期待度が非常

に高かった。加盟店からは同事業によって低迷していた客足をある程度回復させる

ことができた等の声をいただき、一定の需要喚起が図られ、利用者からも概ね好評

であったと考えている。

コロナ禍での社会状況の変化とともに、度重なる期間延長や岩手県独自の加盟店

登録要件を追加した仕様変更と食事券冊子の新版発行など、事業計画の修正や方針

転換が必要な場面があったが、農林水産省、岩手県庁にも相談しながら、システム

再構築や販売店、飲食店への説明、広報宣伝、人員配置など、柔軟に対応した。

実施期間中に加盟店において、新型コロナウイルス感染のクラスターが１件発生

した。その後は、全加盟店への再指導徹底と、2021年8月から加盟店登録の要件と

して加わった岩手県独自の新型コロナウイルス感染対策認証制度との連携もあり、

加盟店でのクラスターの発生はなく、感染予防対策をより強化して実施することが

できたと考えている。

キャンペーン終了にあたっては、再開希望や同種の給付金支援事業の継続が事務

局に多数寄せられ、まだまだGo To Eatキャンペーン事業のような飲食店支援は必

要だと認識させられた。

岩手県では同事業を通じて飲食店および利用者の感染予防対策への意識が高まっ

たと感じ、飲食店支援の効果だけでなく、ウィズコロナにおける消費者意識の変容

に対しても大きく作用したという認識を持っている。Go To Eatキャンペーンは、

飲食店とそれを支える農林漁業者の支援とともに、岩手県におけるウィズコロナ時

代の社会支援・社会のあり方に効果的な施策だったと思料する。




